令和８年度結城市防災士資格取得補助金交付要項

　（趣旨）
第１条　市長は、地域における防災力の向上の担い手となる人材を養成するため、防災士
　の資格取得をした者に対し予算の範囲内において、令和８年度結城市防災士資格取得補
　助金を交付するものとし、当該補助金の交付については、結城市補助金等交付規則（平
　成１２年結城市規則第４２号）に定めるもののほか、この要項に定めるところによる。
　（定義）
第２条　この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに
　よる。
（１）防災士　特定非営利活動法人日本防災士機構（以下「日本防災士機構」という。）
　　の認証登録を受けた者をいう。
（２）自治会等　住民同士の親睦、生活環境の改善等を図るために、住民によって組織さ
　　れた自治会、町内会その他市長が認めた地域団体等をいう。
（３）自主防災組織　地域の住民により自主的に結成された自発的に防災活動を行う組織
　　をいう。
（４）防災士研修機関　日本防災士機構が認証した研修機関をいう。
（５）講座　日本防災士機構が定める研修カリキュラムに基づく防災士研修講座をいう。
（補助対象者）
第３条　補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。
（１）令和８年度中に防災士の資格を取得した者
（２）市内に住所を有する者
（３）市内の自主防災組織に所属し、又は自治会等に加入している世帯に属する者であっ
　　て、当該自主防災組織の代表者又は自治会等の長の推薦を受けた者
（４）市税等（市県民税（森林環境税を含む。）、固定資産税（都市計画税を含む。）、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料及び後期高齢者医療保険料をいう。）の滞納がない者
　（交付対象経費及び補助金の額）
第４条　補助金の交付対象となる経費は、次に掲げる経費であって、防災士の認証日から遡って１年以内に支出したものとする。
（１）防災士研修機関が実施する講座の受講料（テキスト代等を含む。）
（２）防災士資格取得試験受験料
（３）救急救命講習受講料
（４）防災士認証登録料
２　補助金の額は、前項各号に掲げる経費の合計額の２分の１に相当する額とする。ただし、３０，０００円を限度とする。
３　前項の場合において、当該経費の合計額の２分の１に相当する額に１，０００円未満
　の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。
（交付の制限）
第５条　補助金の交付は、１人につき１回限りとする。
（補助金の交付申請）
第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、令和８年度結
　城市防災士資格取得補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に
　掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
（１）防災士認証状又は防災士証の写し（当該年度の４月１日以降に交付されたもの）
（２）第４条第１項各号に掲げる経費の支払を証する書類の写し
（３）住民票の写し（９０日以内に交付されたもの）
（４）市税等納付状況確認に関する同意書（様式第２号）
（５）口座振替依頼書
（６）その他市長が必要と認める書類
２　申請者は、前項の申請書を当該年度の３月３１日までに、市長に提出しなければなら
　ない。
　（補助金の交付決定通知）
第７条　市長は前条第１項の規定による申請があった場合は、その内容を審査した上で補
　助金の交付の可否を決定し、令和８年度結城市防災士資格取得補助金交付（不交付）決
　定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知するとともに、交付の決定をした場
　合は、速やかに補助金を交付するものとする。
（補助金の返還）
第８条　市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当したと認めたとき
　は、前条の規定による交付決定の全部又は一部を取り消し、補助金の返還を求めること
　ができる。
（１）不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
（２）市長が補助金の交付を適当でないと認めたとき。
　（補助金の交付を受けた者の責務）
第９条　補助金の交付を受けた者は、積極的に地域の防災活動及び市が実施する防災に関
　する施策に協力するよう努めなければならない。
　（庶務）
第１０条　この要項に定める手続等については、市民生活部防災安全課において処理する。
　（補則）
第１１条　この要項に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。


様式第１号（第６条関係）

年　　　月　　　日
結城市長　　　　　　　　様

住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　（　　　）　　　　　　　

令和８年度結城市防災士資格取得補助金交付申請書

　令和８年度結城市防災士資格取得補助金交付要項第６条第１項の規定に基づき、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。

記

１　申請内容　（１）申請（請求）額　　金　　　　　　　　　　　　円

（２）交付対象経費額　　金　　　　　　　　　　　　円

（３）資格取得年月日　　　　　年　　　　月　　　　日

２　添付書類　（１）防災士認証状又は防災士証の写し
（当該年度の４月１日以降に交付されたもの）
　　　　　　　（２）交付対象経費の支払を証する書類の写し
　　　　　　　（３）住民票の写し（９０日以内に交付されたもの）
（４）市税等納付状況確認に関する同意書（様式第２号）
（５）口座振替依頼書
　　　　　　　（６）その他（　　　　　　　　　　　　　　）

３　推薦
	推薦書
年　　月　　日
結城市長　　　　　様
団体（自治会）名　　
代　　 表　 　者　　住所

　　　　　　　　　　氏名
地域における防災力の向上の担い手として推薦します。



様式第２号（第６条関係）
年　　月　　日

結城市長　　　　　　様

申請者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　氏　名（署名）　　　　　　　　　　　　
　　　　生年月日　　　　　　　　年　　月　　日

市税（等）納付状況確認に関する同意書

　令和８年度結城市防災士資格取得補助金を申請するに当たり、下記の納付状況を確認することに同意します。

記

	・市県民税（森林環境税）

	・固定資産税（都市計画税）

	・軽自動車税

	・国民健康保険税

	・介護保険料

	・後期高齢者医療保険料










	上記の申請者については、
	市税（等）の滞納が
	ない

ある
	ことを確認しました。



	　　　　　　年　　　月　　　日

	課　　　名
	収　納　課

	職　氏　名
	　　　　　　　　　　　　　　



様式第３号（第７条関係）
結防第　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

結城市長　　　　　　　　　　　


令和８年度結城市防災士資格取得補助金交付（不交付）決定通知書

　　　　　　年　　　月　　　日付けで申請のあった令和８年度結城市防災士資格取得補助金交付申請については、下記のとおり決定したので、令和８年度結城市防災士資格取得補助金交付要項第７条の規定により、通知します。

記

１　交付する

（１）補助対象経費　　　　　　　　　　　　円

（２）交付決定額　　　　　　　　　　　　円

（３）その他
補助金の交付を受けた者は、積極的に地域の防災活動及び市が実施する防災に関する施策に協力するよう努めてください。


２　不交付とする
（理由）
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